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                           円の国際化                                           

                                                                                                         

                                                 主任研究員 吉田 頼且      
 
 円の国際化が言われて久しい。円の国際化とは、日本のクロスボーダーの取引及び海

外での取引における円の使用割合あるいは非居住者の資産保有における円建て比率が

高まってゆくことであり、具体的には、国際通貨体制における円の役割の向上であり、

経常取引、資本取引、外貨準備などにおける円のウエイトの向上である。 
 
 実際に国際金融における円の利用状況を見てみると、未だ進展していないことがわか

る(下記図表 1)。日本の GDP が世界の GDP に占める割合は約 15%であるが、円の国際

化の現状は、それに比べても低いものである。国際債の残高、銀行の対外資産残高に占

める円建て比率(2000 年末)は、ともに 10%以下である。日本を除く主要国の貿易取引の

自国通貨建て比率はほぼ 5 割以上であるが、日本の貿易取引における円建てのシェアは、

輸出が 30%台、輸入取引が 20%台である。世界の外貨準備に占める円のシェアは、こ

こ数年 5%台前半で推移している。サムライ債(非居住者が発行する円建て外債)の発行

市場の規模は、発行に係る規制条件の緩和、発行手続の改善により拡大しつつあるが、

未だ非居住者ユーロ円債の約 6 分の 1 である。 
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 円の国際化はなぜ進まないのだろうか。国際取引に使われる通貨には慣性(イナーシ

ャ)が働くと言われる。慣性によって、一旦使われるようになった通貨は容易に他の通

貨に交替することはない。ドルが基軸通貨となっている結果、国際的な取引にあたって、

ドルを使用することの利便性、効率性、信頼感がはるかに高いからである。さらに円の

国際化が進んでいない背景として、日本経済に対する信認の問題、貿易・資本取引等の

国際取引の通貨選定に係る経済合理性の追及、取引慣行、規制や制度上の問題などがあ

げられる。 
 
 円の国際化を検討するためには、なぜ円の国際化が必要なのかを考えることが重要で

ある。円の国際化から得られるメリットは、第一に、日本の貿易や投資の安定的な発展

に資すると期待できることである。日本企業にとって、対外取引の円建て部分が為替リ

スクから解放されることにより、貿易取引全体の為替リスクを軽減するメリットがある。

国際取引における通貨の多様化は、金融サービスの新しい業務を増加させ、円取引の主

要市場としての日本市場の活性化につながると期待される。 
 
 第二に、国際的な側面においては、現状ではドル、ユーロやドル円の為替相場変動が、

貿易､投資の安定的発展上プラスに働いていないが、欧州のユーロ、アジアの主要通貨

である円が、ドルを補完するようになれば、米国の経済政策に対する牽制効果が生じる

ことが期待される。三極体制により、主要各国及び地域が節度ある経済政策を行う相互

牽制効果が生まれ、ひいては安定した国際通貨体制の構築に貢献することが期待される。 
 
 円の国際化が東アジア地域における為替市場、経済の安定性にも寄与することが期待

される。アジア通貨危機を契機として、東アジア諸国で、日本経済との結びつきや貿易、

金融取引における円の役割を再認識する動きがみられる。東アジア諸国にとって、ド

ル・ペッグ制度は適切な為替相場制度ではないとの見解が多くの学者により指摘されて

いる。東アジア諸国が、通貨をドル、円、ユーロを含めた通貨バスケット制に変更して

ゆけば、通貨危機の生じるリスクは減少するとみられる。 
 
 円の国際化を進めるためには、貿易取引や資本取引において、円を使用することの利

便性や信頼感を高め、非居住者の円保有を増やしてゆく必要がある。これまで日本国内

の金融市場の環境整備が進められて来ているが、引き続き資本市場インフラの整備を図

ることが重要である。 
 
 一方、日本と東アジア諸国との貿易、投資における関係が深まっており、今後貿易の

自由化が進み、自由貿易協定が結ばれるようになると、日本と東アジア諸国間で、貿易、

金融取引、直接投資における結びつきが益々強くなると予想される。こうした状況にな

ると、貿易決済や資本フローのリスク回避のためにも、円の国際化に対するニーズがさ

らに高まると予想され、その時に向けて、今こそ関係者が円の利用につき新たな角度か

ら見直しを行い、長期的に粘り強く環境整備に取り組んでいく必要がある。 
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